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貸 借 対 照 表
（平成２０年３月３１日）

（単位：千円）
【資産の部】
Ⅰ 固定資産
　　１ 有形固定資産

土地 26,021,002
建物 16,957,816
　減価償却累計額 △ 3,239,705 13,718,111
構築物 1,929,964
　減価償却累計額 △ 594,568 1,335,396
機械装置 561,511
　減価償却累計額 △ 126,340 435,171
工具器具備品 11,912,994
　減価償却累計額 △ 6,083,954 5,829,039
図書 3,382,693
美術品・収蔵品 32,401
船舶 35,831
　減価償却累計額 △ 12,464 23,366
車輌運搬具 35,835
　減価償却累計額 △ 28,007 7,828
建設仮勘定 7,140

有形固定資産合計 50,792,151

　　2 無形固定資産
借地権 590
商標権 618
ソフトウェア 33,520
その他 22,463

無形固定資産合計 57,192

　　3 投資その他の資産
投資有価証券 779,548
長期前払費用 96

投資その他の資産合計 779,644

固定資産合計 51,628,989

Ⅱ 流動資産
現金及び預金 7,464,626
未収学生納付金収入 18,612
未収附属病院収入 2,109,877
　徴収不能引当金 △ 74,861 2,035,015
未収入金 21,090
たな卸資産 16,016
医薬品及び診療材料 136,734
前払費用 1,969
未収収益 276

流動資産合計 9,694,341

資産合計 61,323,330

【負債の部】
Ⅰ 固定負債

資産見返負債
 　資産見返運営費交付金等 589,571
 　資産見返補助金等 105,015
 　資産見返寄附金 270,291
 　資産見返物品受贈額 3,552,075 4,516,953
国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ債務負担金 4,947,660
長期借入金 2,684,177
退職給付引当金 15,069
長期未払金 973,888
長期リース債務 2,185,948

固定負債合計 15,323,696

Ⅱ 流動負債
運営費交付金債務 1,035,316
寄附金債務 1,155,887
前受受託研究費等 112,049
前受受託事業費等 3,004
前受金 276,206
預り科学研究費補助金等 69,666
預り金 78,668
一年以内返済予定長期借入金 64,605
一年以内償還予定国立大学財務・経営センター債務負担金 695,731
未払金 3,966,992
未払費用 186,506
未払消費税等 5,143
賞与引当金 71,915
承継剰余金債務 58,382
リース債務 769,860

流動負債合計 8,549,936
負債合計 23,873,633

【純資産の部】
Ⅰ 資本金

政府出資金 26,546,151
　 資本金合計 26,546,151

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 11,222,517
損益外減価償却累計額 △ 5,291,866
　 資本剰余金合計 5,930,651

Ⅲ 利益剰余金
教育研究運営改善積立金 1,191,630
積立金 2,715,601
当期未処分利益 1,065,662
（うち当期総利益） ( 1,065,662 ）
利益剰余金合計 4,972,894
　　　純資産合計 37,449,697

負債資本合計 61,323,330



損 益 計 算 書
（平成１９年４月１日-平成２０年３月３１日）

（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 1,390,461

研究経費 1,028,792

診療経費 6,856,595

教育研究支援経費 283,532

受託研究費 296,102

受託事業費 121,224

役員人件費 154,649

教員人件費 7,360,784

職員人件費 7,389,213 24,881,356

一般管理費 999,982

財務費用

支払利息 330,848

雑損 168

経常費用合計 26,212,356

経常収益

運営費交付金収益 9,808,212

授業料収益 2,957,077

入学金収益 389,922

検定料収益 90,353

施設費収益 544,566

附属病院収益 11,707,196

受託研究等収益（国及び地方公共団体からの受託） 53,833

受託研究等収益（他の主体からの受託） 248,367

受託事業等収益（国及び地方公共団体からの受託） 11,678

受託事業等収益（他の主体からの受託） 109,542

補助金等収益 40,457

寄附金収益 457,797

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 117,633

資産見返補助金戻入 5,951

資産見返寄附金戻入 62,788

資産見返物品受贈額戻入 281,146 467,519

承継剰余金債務戻入 898

財務収益

受取利息 22,845

有価証券利息 5,156

為替差益 70 28,072

雑　　益

財産貸付料収入 108,294

農場・演習林収益 18,003

センター試験実施料収益 11,876

その他雑益 100,422 238,596

経常収益合計 27,154,093

経常利益 941,736

臨時損失

固定資産除却損 26,283

損害賠償金 37,632 63,916

臨時利益

徴収不能引当金戻入益 282

資産見返寄附金戻入 25,408

資産見返物品受贈額戻入 0

保険金収益 37,758 63,449

当期純利益 941,270

教育研究運営改善積立金取崩額 124,392

当期総利益 1,065,662



キャッシュ・フロー計算書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 7,957,523

人件費支出 △ 14,581,601

その他の業務支出 △ 939,322

運営費交付金収入 10,285,216

授業料収入 2,754,131

入学金収入 384,705

検定料収入 90,353

附属病院収入 11,627,675

受託研究等収入 346,169

受託事業等収入 126,923

その他の収入 268,928

預り科学研究費補助金等の増減額 32,906

補助金等収入 143,612

寄附金収入 541,971

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,124,146

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 276,918

有価証券の償還による収入 100,000

定期預金の預入れによる支出 △ 17,100,000

定期預金の払戻しによる収入 17,100,000

有形固定資産の取得による支出 △ 2,554,165

無形固定資産の取得による支出 △ 6,860

施設費による収入 2,068,880

　　　　小　計 △ 669,063

利息及び配当金の受取額 27,861

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 641,201

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,284,829

長期借入金の返済による支出 △ 25,761

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 813,122

リース債務等の返済による支出 △ 755,661

　　　　小　計 △ 309,716

利息の支払額 △ 332,893

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 642,609

Ⅳ 資金に係る換算差額 －

Ⅴ 資金増加額 1,840,334

Ⅵ 資金期首残高 5,624,291

Ⅶ 資金期末残高 7,464,626



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 1,065,662,869

当期総利益 1,065,662,869

Ⅱ 利益処分額

積立金 518,748,523

国立大学法人法第35条において準用す
る独立行政法人通則法第44条第３項によ
り文部科学大臣の承認を受けた額

　 教育研究運営改善積立金 546,914,346 546,914,346 1,065,662,869

　利益の処分に関する書類
（平成２０年１２月１６日）



　国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成１９年４月１日-平成２０年３月３１日）

（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 24,881,356

一般管理費 999,982

財務費用 330,848

雑損 168

臨時損失 63,916 26,276,272

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 2,957,077

入学料収益 △ 389,922

検定料収益 △ 90,353

附属病院収益 △ 11,707,196

受託研究等収益 △ 302,201

受託事業等収益 △ 121,221

寄附金収益 △ 457,797

資産見返寄附金戻入 △ 62,788

財務収益 △ 28,072

雑益 △ 163,877

臨時利益 △ 63,167 △ 16,343,675

業務費用合計 9,932,596

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 1,301,466

損益外固定資産除却相当額 12,797 1,314,263

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 △ 13,247

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △ 147,938

Ⅴ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用 3,578

政府出資等の機会費用 411,260 414,838

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト 11,500,513



（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
　　原則として、期間進行基準を採用している。なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特
  別教育研究経費」及び「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指
  定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用している。
　　従来、業務等の達成度に応じて収益化する運営費交付金収益の計上基準を「成果進行基準」と記載して
　いたが、当事業年度から改訂後の「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（平成
　１９年１２月１２日改訂　国立大学法人会計基準検討会議）に従い、「業務達成基準」と記載している。

２．減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産
　　定額法を採用している。
　　耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用、受託研究収入等により購入した償却資産に
　ついては当該受託研究等の期間を耐用年数としている。
　主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　　　　物　 　 ６～４８年
　　　　構　　築　　物　    ５～５１年
　　　　機　械　装　置　　　　　１０年
　　　　工具 器具 備品 　　 ２～１５年
　　　　船          舶      ４～１３年
　　　　車 両 運 搬 具 　　 ３～  ６年
　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８３）の減価償却相当額については、損益外減価
　償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。
(2) 無形固定資産
　　定額法を採用している。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて
　いる。
 
３．引当金の計上基準
(1) 徴収不能引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
(2) 賞与引当金及び見積額の計上基準
　　賞与引当金は、翌事業年度以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払
　いに備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してい
　る。
　　また、上記以外の役員及び教職員の賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がな
　されるため、賞与引当金は計上していない。
　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引
　当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。
（会計処理方法の変更）
　「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（平成１９年１２月１２日改訂　国立
　大学法人会計基準検討会議）の改訂に伴い、当事業年度から国立大学法人等業務実施コスト計算書に
　引当外賞与増加見積額を計上している。この変更により、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、
　引当外賞与増加見積額を△13,247千円計上し、国立大学法人等業務実施コストが同額減少している。
(3) 退職給付引当金及び見積額の計上基準
　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、当期末における自己都合要支給額の100%を計上し

　ている。
　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人

　会計基準第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
　　満期保有目的債券
　　償却原価法（定額法）

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　医薬品及び診療材料
　　　　評価基準　　　　低　価　法
　　　　評価方法　　　　移動平均法
　　ただし、当面の間、評価方法は最終仕入原価法による。
　　貯蔵品
　　　  評価基準　　　　低　価　法
　　　  評価方法　　　　最終仕入原価法



６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
　　近隣の地代や賃借料を参考に計算している。
(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
　　決算日における１０年もの国債の利回りを参考に決定している。

 
７. リース取引の会計処理
　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る
　　方法に準じた会計処理によっている。
 
８．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

（会計処理方法の変更）
　貸借対照表の純資産の部の表示について

　　当事業年度から、改訂後の「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（平成
　１９年１２月１２日改訂　国立大学法人会計基準検討会議）を適用している。
　　従来の資本の部の合計に相当する金額は37,449,697千円である。

 （注記事項）

１．貸借対照表関係
(1)引当外退職給付見積額　　　　　　　　　　　　　　　　         11,225,563千円
 
(2)引当外賞与見積額                                        　      822,719千円

(3)債務保証の総額               　　                             5,643,391千円
 
(4)担保に供している資産
   土地                                                          3,382,401千円
　 担保提供資産に対応する債務残高　                     　       2,748,782千円

２．損益計算書関係

(1)附属病院において法人設立時に国から承継され、資産見返勘定を立てて会計処理を行っている診療機器等に
　 係る当期の資産見返勘定戻入額は、90,490千円である。

３．キャッシュ･フロー計算書関係
(1)資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　     現金及び預金勘定           7,464,626千円
　     資金期末残高               7,464,626千円
 
(2)重要な非資金取引
　 ①現物寄附の受入による資産の取得
       建物　　　　　　　　　　　　　43,505千円
　　 　構築物  　　　           　      931千円
　　 　医療用機器等             　   35,740千円
       図書                           1,770千円
　　 　合計　　               　　   81,948千円

　 ②ファイナンス・リースによる資産の取得
　　　 工具器具備品　　      　   　237,774千円
 
 
 



４．重要な債務負担行為
　　当事業年度末時点における重要な債務負担行為は、以下のとおりである。
 

５．重要な後発事象
　　該当事項はない。
 
６．その他

　　貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書

　の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

一年以内 一年超

高知大学（朝倉）総合研究棟（理学系）改修設計業務 （株）内藤建築事務所 7,245 7,245

高知大学（朝倉）総合研究棟（理学系）改修設備設計業務 （有）西日本設備コンサルタント 6,615 6,615

高知大学（小津・附小）校舎改修設計業務 （株）ハウジング総合コンサルタント 3,360 3,360

高知大学（小津・附小）校舎改修設備設計業務 シグマ設備設計室 1,890 1,890

契約名称 契約の相手方 契約金額

（単位：千円）

翌期以降支払金額




